１）市営住宅の入居申し込みについて　　　　　　R4.4.1改正
１．市営住宅とは

・市営住宅には「公営住宅」と「特定公共賃貸住宅」と「市有住宅」があり、入居者の所得に
よって入居できる住宅が限定されます。

・公営住宅法・特定優良賃貸住宅法（以下法という）に基づき国の補助を受けて建設した住宅であり、
入居についても法に定められた基準で行っています。
２．申し込み資格（次の①～⑧の条件を全て満たす必要があります）　　
①住む家に困っていること
②世帯用住宅については、すでに同居、または同居しようとする親族（婚約者を含む。）がいること。
すなわち単身者でないこと。　友人知人とのルームシェアは認めておりません。
　　ただし、60才以上の方、身体に障がいのある方等は、単身者でも申し込めます。
③単身者住宅については、単身者であること。（単身赴任者は該当しません。）
④確実な保証能力を有する保証人が２名あること。（原則として郡上市内に居住する方。）
⑤所得が下記に該当すること
　(所得証明書の所得から、条件により控除がありますのでご相談下さい)
　「公営住宅」　入居者世帯月額所得が15万8千円以下であること。
※ 裁量階層である場合は、25万9千円以下であること。(中学校卒業までの子どもがいる等)
　「特定公共賃貸住宅」　入居者世帯月額所得が15万8千円を超え48万7千円以下であること。

    　※ 所得の上昇が見込まれる場合は、15万8千円以下でも入居対象者となります。

「市有住宅」　住宅により所得の制限が違います。
⑥申込者、同居者および親族に暴力団員がないこと。
⑦申込者、世帯員に市県民税の滞納が無いこと。（固定資産税、健康保険、年金保険料、軽自動車税等）
⑧申込者世帯名義の持ち家が無いこと（居住に不向きな家を除く）
３．申し込み時に提出していただく書類　コピーのものは受付できません。
①入居申込書　※入居者全員の個人番号の記入をお願い致します。
②連帯保証人証明書(連帯保証人２名)

③入居希望者全員の住民票（郡上市以外にお住まいの方は該当市町村で交付を受けて下さい。）
④入居希望者のうち、所得のある全員の所得課税証明書（市町村長の発行したもの。）

ただし、勤務先が新しく変わった場合など勤務期間が短い場合は、事業主(会社)の発行する給与
支払予定証明書（年間）を提出して下さい。

⑤入居希望者で市税を支払っている方全員の完納証明書
（郡上市に住民登録のある方は、税務課窓口、振興事務所で証明を受けて下さい。
郡上市以外に住民登録のある方は、市町村窓口では、納税証明書の交付を受けてください。）

⑥婚約証明書及び誓約書（入籍３ヵ月前に申し込みする場合に提出して下さい。）
※離婚協議中の方は上記の書類の他に下記⑦、⑧の書類が必要になります。
⑦離婚調停中であることを証明する「事件係属証明書」又は「協議中であることがわかる証明書」
⑧離婚協議中であることの申入書（指定様式）
提出者確認には、免許証等の提出者が分かる書類の提示を、番号確認は申込世帯のどなたか一人の個人番号の提示をお願い致します。
※市内在住の方の申込の場合、個人番号の確認と提出者の身分証の確認をさせていただきましたら、上記の③～⑤の書類は提出不要になります。

※市外からの申込の方は個人番号での書類の省略はできませんので、予めご了承ください。
４．提出先及び問合先
〒５０１-４２９２　郡上市八幡町初音１７２７番地２　
郡上総合庁舎　　郡上市役所　建設部　都市住宅課　　電話０５７５－６７－１８１４
　２）市営住宅入居者所得計算資料
＊所得換算早見表（同居者・扶養者が下記計算方法のイ・ウのみに該当するものとして換算した表です。）

	種　　別
	入居者世帯
月額所得
	年　間　所　得　金　額

	
	
	単　身　入　居
	同居等１人
	同居等２人
	同居等３人

	公営
住宅
	158,000以下


	１,８９６,０００


	２,２７６,０００
	２,６５６,０００
	３,０３６,０００

	特公賃
	158,000超え

487,000以下
	１,８９６,００１

≀

５,８４４,０００
	２,２７６,００１

≀

６,２２４,０００
	２,６５６,００1

≀

６,６０４,０００
	３,０３６,００１

≀

６,９８４,０００


○月額所得の算出方法
①入居者の合計年間所得金額から該当する下記の額を控除する。
②その額を12で割る。
控除額（１人につき）

ア　給与所得者・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１００，０００円（給与所得者のみ）
イ　同居者・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３８０，０００円
ウ　同居していないが、扶養している親族・・・・・・・・３８０，０００円
エ　特定扶養親族（１６歳以上２３歳未満の扶養親族）・・２５０，０００円
オ　老人扶養親族（７０歳以上の扶養親族）・・・・・・・１００，０００円
カ　本人、イ及びウが障害者・・・・・・・・・・・・・・２７０，０００円
キ　本人、イ及びウが特別障害者・・・・・・・・・・・・４００，０００円
ク　本人、イが寡婦・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７０，０００円（所得税法確認）
（該当者の所得が27万円未満の場合は、当該所得金額）

ケ　本人がひとり親・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５０，０００円（所得税法確認）

（該当者の所得が35万円未満の場合は、当該所得金額）
コ　同居する配偶者が７０歳以上・・・・・・・・・・・・１００，０００円（オとの重複なし）
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	計算方法
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	所得
	
	3,600,000 
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	①　
	ア
	
	· 100,000
	（給与所得のある人、1人につき最大100,000円）
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	イ・ウ
	
	△1,520,000
	（同居者および扶養親族1人にき380,000円）
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	（16～23歳未満の特定扶養親族1人につき250,000円）
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	1,630,000/12ヶ月
	＝
	135,833円
	（月額所得）
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	↑
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	公営住宅の入居基準に該当
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	※　計算例
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	所得税法第2条第1項第31号の規定に該当する場合。
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	営業所得のため給与所得控除なし
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	イ・ウ
	
	△760,000
	（同居・扶養親族1人380,000円）
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	扶養者の中に70歳以上の者がいない
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	2,390,000/12ヶ月
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	199,166
	
	（月額所得）
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	中学校卒業までの子と同居していることから
	
	

	
	
	
	裁量階層となり、公営住宅入居基準（259,000円）に該当
	


３）申し込み時の注意事項
①住宅により、湯沸器・室内照明・カーテン等は、入居者で設置していただきますが、退去時には撤去していただきます。※ 一部の住宅は風呂釜、浴槽等も入居者で設置していただきます。

（その場合に、風呂釜、浴槽等は残していき、次の入居者に譲れますが、次の入居者に断られたときは撤去していただきます。）
②入居後、入居者、同居者の合計所得の上昇に応じて家賃も上がります。公営住宅は、低額所得者向きの住宅です。基準を超える所得のある人は、民間相場に相当する家賃になっていきます。
公営住宅は、高額所得者となりますと住宅を出ていただかなければなりません。
※高額所得者とは・・・入居後５年を経過し、２年続けて月額所得額が31万3千円を超える世帯
③入居後は、許可なく同居人を増やすことはできません。

④ペット（犬・猫等）を飼うことはできません。（※ 他の住居者の方に迷惑がかかるため。）
⑤敷金は、家賃の３ヶ月分です。（一部３ヶ月以上の住宅があります。）
⑥電気・ガス・上下水道・共益費・ケーブルテレビ等の使用料は家賃には含まれておりません。
　※ 共益費は、住宅自治会で集金。 住宅により駐車場料も必要になります。

⑦住宅の自治会に加入することになります。自治会費、自治会行事参加が必要です。

⑧入居決定後に、入居者本人の印鑑証明書、２人の保証人の印鑑証明書・所得課税証明書・市税の完納証明書（又は納税証明書）が必要になります。
４）入居までの流れ
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	  　・募集戸数以下の場合
	随時募集
	

	      　

	                         
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	入居者決定
抽選会
	
	                     ・申込があった場合

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	入居決定伺い
	

	
	
	

	
	

	入居予定者として決定される。
	 通知（郵送）

	
	
	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	入居手続き
・書類集める
・敷金の納付
	

	
	　　　　　
	揃ったら電話ください。

	

	
	入居前説明を受ける
（入居日を決める。）
	 

	
	
	
	

	
	入　　居
	


申込から入居まで３週間程度


かかります。








